
せとうちみなとマルシェ実行委員会ＷＥＢ広告掲載要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、せとうちみなとマルシェ実行委員会広告事業実施要綱に基づき、せとうち

みなとマルシェ実行委員会（以下「実行委員会」という。）ホームページ等に事業者等のディ

スプレイ広告を掲載（以下「ＷＥＢ広告」という。）し、その対価として広告掲載料を徴収す

る歳入型広告事業（以下「広告事業」という。）の実施に関し、必要な事項を定めるものとす

る。 

（用語の定義） 

第２条 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

(１)ディスプレイ広告 当実行委員会ホームページ等内に表示される広告画像をいう。 

(２)リンク      当実行委員会ホームページ等から広告主のホームページへ繋げ 

ることをいう。 

（掲載しない業種又は業者について） 

第３条 実行委員会広告掲載基準に定めるもののほか、次の各号のいずれかに該当する業種又は

業者に係るＷＥＢ広告は掲載しない。 

(１)占い及び運勢判断に関するもの 

(２)興信所、探偵事務所等 

(３)無限連鎖講及びマルチ商法のおそれがあるもの 

(４)債権取立て、示談引受け等 

(５)他のホームページを紹介する事を主な業務としているもの 

(６)その他、会長が掲載を不適当と認めるもの 

（ディスプレイ広告の画像の規格及び掲載位置） 

第４条 ディスプレイ広告の画像の規格は、次の種別のとおりとする。 

(１)ホームページ 

ア 大きさ 縦600ピクセル×横800ピクセルと縦250ピクセル×横500ピクセルの２種類とする。 

イ 形 式 ＧＩＦ（アニメーション不可）、ＪＰＥＧ、ＰＮＧ 

ウ 容 量 30ＫＢ以下 

エ 形 態 フラッシュ型（TOPページ掲載スペースの上限に達した場合） 

２ ディスプレイ広告を掲載する広告枠の位置は、実行委員会ホームページのトップページの広

告欄とする。 

３ 広告欄には、「広告欄」の文言を記述する等の方法により、当該欄が広告欄であることを明

示する。 

（ディスプレイ広告の製作経費） 

第５条 ディスプレイ広告の制作経費は、広告主の負担とする。 

（広告の募集方法） 

第６条 会長は、当ＷＥＢ広告を掲載しようとする者（以下「広告掲載希望者」という。）を募

集する場合は、広告を掲載する期間を定めて、当実行委員会ホームページ等において周知する

ものとする。 



２ 前項の募集は、広告枠を新たに設置したとき、又は広告枠に空きが生じたときに行うことが

できる。 

３ 前２項の規定にかかわらず、会長は、事業者等に対し、個別に、広告掲載の案内をすること

ができる。 

（広告掲載の申込み） 

第７条 広告掲載希望者は、ＷＥＢ広告掲載申込書（様式第１号）に添付書類を添えて、会長が

定める期限までに、持参又は郵送（当日消印有効）で申し込むものとする。 

２ 会長は、前項の規定による掲載申込みがあった場合で必要と認めるときは、広告掲載希望者

に対し、資料の提出を求めることができる。 

３ 申込締切りは、掲載を開始する月の前々月末までとする。ただし、その日が土曜日、日曜

日、年末年始（12月29日から翌年１月３日までの日）及び国民の祝日に関する法律（昭和23年

法律第178号）に規定する休日に当たるときには、これらの日の前日までとする。 

（広告掲載の決定） 

第８条 会長は、前条の規定による広告申込みがあったときは、当該広告掲載の可否を決定する

ものとする。 

２ 会長は、広告掲載の可否を決定したときは、その結果をＷＥＢ広告掲載決定（不決定）通知

書(様式第２号)により、広告掲載希望者に通知するものとする。 

３ 会長は、掲載申込みがＷＥＢ広告枠の数を超える場合は、次に定める順序により掲載する広

告主を決定する。なお、同順位のものの中では掲載希望月数の多いものを優先する。 

(１)国、政府関係機関、地方公共団体及びこれらに類する者 

(２)公共的性格のある者で、市内に事業所等を有する者 

(３)市内に本社機能としての事業所を有する者 

(４)市内に事業所を有する者 

(５)その他の者 

４ 会長は、前項の規定によっても掲載する広告主を決定できないときは、抽選により決定す

る。 

（広告原稿の作成及び提出） 

第９条 広告主は、広告原稿（画像データ）を作成し、会長が指定する期日までに提出しなけれ

ばならない。 

２ 会長は、前項の規定により提出された広告原稿（画像データ）の内容及びリンク先が、実行

委員会ＷＥＢ広告掲載申込書記載の内容と相違していないこと並びに実行委員会広告事業実施

要綱、実行委員会広告掲載規準及びこの要領（以下「要綱等」という。）に違反していないこ

とを確認したときは、広告主と契約を締結する。 

３ 会長は、第１項の規定により提出された広告原稿（画像データ）及びリンク先が適当でない

と認めたときは、広告主に対し広告原稿（画像データ）又はリンク先の変更を求めるものとす

る。 

（広告掲載料の納付について） 

第10条 広告主は、会長が指定する期日までに広告掲載料を前納しなければならない。 

（リンク先の変更の求め） 

第11条 会長は、掲載されたディスプレイ広告のリンク先のホームページの内容が要綱等に違反



し適当でないと認めたときは、広告主に対しその変更を求めることができる。 

（広告掲載の取消し等） 

第12条 会長は、次の各号のいずれかに掲げる場合に該当するときは、広告主への催告その他何

らかの手続を要することなく、広告掲載の決定を取り消し、又は掲載した広告の削除若しくは

掲載の一時中止をすることができる。 

(１)指定期日までに広告掲載料の納付がないとき。 

(２)指定期日までに、広告原稿（画像データ）の提出をしないとき。 

(３)前条の規定による変更を広告主が行わないとき。 

(４)その他当実行委員会ホームページ等への掲載が不適当であると会長が判断したとき。 

（広告掲載の取り下げ） 

第13条 広告主は自己の都合により、当実行委員会ＷＥＢ広告掲載を取り下げることができるも

のとする。 

２ 前項の規定により広告掲載を取り下げるときは、広告主は、書面により会長に申し出なけれ

ばならない。 

（広告掲載料の返還について） 

第14条 会長は、前２条の規定により、広告掲載の削除を行った場合又は広告掲載の取下げを行

った場合で、当該広告を削除した日の属する月の翌月から起算した掲載決定期間の残りの月数

が３月以上あるときは当該残りの月数から２月を減じた月数に相当する広告料を返還し、決定

期間の残りの月数が３月未満のときは、広告料を返還しない。 

２ 会長は、前２条に定めるもののほか、広告の掲載期間中に、広告主の責めに帰さない事由に

より、広告を掲載することができなくなった場合は、その翌月以降の掲載決定期間の残りの月

数に応じ、広告掲載料を返還する。ただし、当法人の必要により広告を掲載することができな

くなった場合は、当該月分の広告掲載料についても返還する。 

３ 会長は、当実行委員会ホームページの運営を一時停止した場合は、当該日数分に相当する広

告掲載料を返還する。ただし、停止日数が３日未満の場合又は天災、事変その他の非常事態が

発生したことによる場合は、返還は行わない。 

４ 第２項ただし書又は前項の場合において、返還する金額は、当該月の日数による日割りと

し、円未満の端数は切り捨てるものとする。 

５ 前各項の規定により返還する広告掲載料には、利子を付さない。 

（広告等の変更） 

第15条 広告主はリンク先の変更、又はリンク先ホームページの大幅な内容の変更を行おうとす

る場合は、事前に変更内容を会長に提出し、その承認を得なければならない。 

（権利の譲渡の禁止） 

第16条 広告主は、ＷＥＢ広告掲載の権利を他に譲渡し、又は転貸してはならない。 

（その他） 

第17条 この要領に定めるもののほか、広告掲載について必要な事項は、会長が定める。 

 

 

附 則 

この要領は、令和４年８月１日から施行する。 


